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2026 年 3月 24 日 

サステナビリティ基準委員会御中 

有限責任監査法人トーマツ 

 

サステナビリティ開示実務対応基準公開草案第1号 

「温対法におけるSHK制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて『気候

基準』の定めに従う場合の測定及び開示（案）」に対する意見 

 

 

貴委員会から2026年1月22日付で公表されましたサステナビリティ開示実務対応基準公開草

案第1号「温対法におけるSHK制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用い

て『気候基準』の定めに従う場合の測定及び開示（案）」（以下「本公開草案」という）に対して、

以下のとおり意見を申し上げます。 

 

質問１ 

本公開草案での提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由及び具体的な代替案を

ご記載ください。 

 

【コメント】 

同意します。ただし、下記の点について検討することが必要と考えます。 

 

1. 本公開草案第 7 項(1)で示されているスコープ 1 温室効果ガス排出と、気候基準第 6 項(4)

及び気候基準 BC128 項で説明されている「報告企業全体としてのスコープ 1 温室効果ガス

排出」との関係を踏まえ、誤解を招かないような明確化を検討すべきと考えます。 

（理 由） 

本公開草案第7項(1)では、「温対法におけるSHK制度に基づく直接排出をもって、スコープ1温

室効果ガス排出を測定し開示する」と定められています。この文言は、温対法におけるSHK制度の

もとで算定対象外とされている排出源（例えば、工場・事業所等の敷地外で使用している社有

車等）からの直接的な温室効果ガス排出を「報告企業のスコープ1温室効果ガス排出の絶対総

量」に含める必要がないことを前提にしているようにも読めます。 

他方、気候基準におけるスコープ1温室効果ガス排出の定義に従えば、SHK制度のもとで算定

対象外にされているか否かに関わらず、報告企業が所有又は支配する排出源から発生する直接

的な温室効果ガス排出は集計する必要があるとも考えられます。 

本公開草案の提案ではこの点が不明瞭であり、誤解を招かないよう明確化が必要と考えます。 

 

2. 本公開草案第 7 項(3)に従って、ロケーション基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出の測定

及び開示を行う場合に、用いることが要求される「環境大臣及び経済産業大臣が公表する

平均的な排出係数」に該当する排出係数を明確化すべきと考えます。 

（理 由） 

本公開草案第7項(3)では、ロケーション基準によるスコープ2温室効果ガス排出の測定及び開

示において、「環境大臣及び経済産業大臣が公表する平均的な排出係数」を用いることが要求さ

れています。この「平均的な排出係数」について、本公開草案BC16項及びBC17項では「全国平
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均係数及び代替値等の平均的な排出係数」と言及されているものの、この「等」により何らか他の

排出係数が想定されているのか、また想定されているとしたらどのような排出係数なのかが明確では

ないと考えます。 

本公開草案第7項(3)に定める「環境大臣及び経済産業大臣が公表する平均的な排出係数」

に該当し得る排出係数は多くないと考えられるため、該当する排出係数を明確化すべきと考えま

す。 

 

3. 本公開草案の提案に従って、温対法における SHK 制度に基づく間接排出をもってスコープ 2

温室効果ガス排出を測定する場合の、送配電ロスの取扱いを明確化すべきと考えます。 

（理 由） 

本公開草案第7項(2)では、温対法におけるSHK制度に基づく間接排出をもって、マーケット基

準によるスコープ2温室効果ガス排出を測定し開示することが要求されています。 

温対法におけるSHK制度に基づく間接排出を算定するにあたって、例えば電気の使用に伴う温

室効果ガス排出量の測定に関連し、いわゆる送配電ロスに対応する温室効果ガス排出は、スコー

プ2温室効果ガス排出に含めることとなると考えられます。 

一方で、GHGプロトコルに基づいてスコープ3温室効果ガス排出を測定及び開示する場合、送

配電ロスに対応する温室効果ガス排出は、スコープ2温室効果ガス排出には含めずに、スコープ3温

室効果ガス排出に含めることとなると考えられます。 

気候基準第49項ただし書きを適用し、温対法におけるSHK制度に基づく温室効果ガス排出を

利用する企業においては、スコープ3温室効果ガス排出は原則通りGHGプロトコルに従って測定す

る必要があるため、上述のように送配電ロスはスコープ2温室効果ガス排出とスコープ3温室効果ガ

ス排出に重複して含められることとなり得ると考えられます。このような重複計上が認められるのかど

うか、取扱いを明確化する必要があると考えます。 

 

質問２ 

適用時期等に関する提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由及び具体的な代替

案をご記載ください。 

 

【コメント】 

同意します。 

 

 

質問３ 

その他、本公開草案に関して、ご意見がありましたら、ご記載ください。 

 

【コメント】 

下記の点についてご検討ください。 

 

1. 本公開草案のタイトルが「温対法におけるSHK制度の定める方法により測定し報告する温室

効果ガス排出を用いて『気候基準』の定めに従う場合の測定及び開示（案）」となっていま

すが、気候基準第49項ただし書きは測定について言及しているのみであり、報告については言

及していないことから、「温対法におけるSHK制度の定める方法により測定した温室効果ガス

排出を用いて『気候基準』の定めに従う場合の測定及び開示（案）」等にタイトルを変更し、
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整合するように本文の説明も変更することが望ましいと考えます。 

 

2. 本公開草案の文末にある「設例」は、本実務対応基準の一部を構成し、SSBJ 基準の一部

を構成するものかどうかを明確にすべきと考えます。貴委員会が作成するサステナビリティ開示

基準（SSBJ 基準）や公表する文書について、例えば結論の背景の冒頭では、「結論の背

景は、本基準を構成する」と説明されています。また、例えば補足文書の冒頭では「本補足

文書は、サステナビリティ開示基準を構成しない」と説明されています。これらは企業会計基準

委員会が作成する会計基準等では見られない基準作成の実務であり、貴委員会はサステナ

ビリティ開示基準を構成する範囲を丁寧にご説明する意図があると推察します。この観点から、

本公開草案の文末にある「設例」についても、サステナビリティ開示基準を構成する範囲に含

まれるのかどうかを丁寧にご説明されることを提案します。 

 

 

以 上  


